
はじめに 
 

 職業教育の重要性が、近年、強調されています。世界に目を向けると、欧米はじめ世界各国が、高

等職業教育の改革に積極的に取り組んでいます。さらに、わが国では、少子高齢化が進み生産年齢人

口が減少し、人生 100 年時代を迎えている中、リカレント教育のニーズが高まり、多様な視点に立っ

た専門職高等教育改革が求められています。この改革を進めるには、これからの専門職高等教育に求

められる三つの要素に配慮しなければなりません。 

①  多様性（diversity） 

多様な社会のニーズに対応できる多様で柔軟な教育プログラムによって学修を進めることを可

能とする。 

②  流動性（mobility）  

国際間、教育セクター間における人材や教育材の移動を円滑に進めることを可能とする。 

③  生産性（productivity）  

一定期間で最大の学修成果があがるとともに、学修に関する情報について、効率的に入手するこ

とを可能とする。 

 

 当機構では以上の認識を基礎として、本年度三つの文部科学省委託事業を提案し、採択されました。 

A FD・SD 事業「職業実践専門課程の質保証・向上につながる専修学校教職員資質能力向上プログラム開発」 

専門学校の教職員を対象として、多様な学生を対象とした生産性の高い教育を進めるために必要

な知識・技能を研修するためのプログラムの構築と実践に取り組んでいます。 

B コンピテンシー事業「学修成果の測定に向けた職業分野別コンピテンシー体系の研究」 

学修成果の可視化を実現するためのコンピテンシー体系を構築し、プログラムの質保証・向上を

通じて､国際間、教育セクター間における人材･教育材の流動性を高める研究に取り組んでいます。 

C ポートレート事業「職業実践専門課程に相応しいポートレートシステムの要件定義」 

利用者目線に沿って、学修に必要な情報を効率的に入手することができ、かつ、職業教育の国際

通用性にも配慮したデータベースシステムの開発に取り組んでいます。 

 

 本書は、以上のうち、令和元年度における A（FD・SD 事業）の主な成果として、調査およびカリ

キュラム、シラバス、コマシラバス、教材を中心にまとめたものです。本事業は、専門学校教職員の

「履修証明プログラム」修了を可能とする FD・SD プログラムの構築を目指しており、本プログラ

ムが専門学校における専門職高等教育の質の保証・向上に役立つことを願っております。 

 なお、本プログラムの開発にあたっては、星槎大学大学院教育実践研究科の全面的なご協力をいた

だきました。また、19 の専門学校・専門職大学院の実施協力を得ました。この場を借りて厚く御礼申

し上げます。 

 

令和 2 年 3 月 

一般社団法人専門職高等教育質保証機構 

FD・SD 事業 実施委員会 

委員長  川口 昭彦 
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1  本事業の概要 

 

 本事業では、専修学校の一般教職員および学内研修講師を対象として、専修学校教

育に必要な教職員資質能力の向上を可能とする FD・SD プログラムを開発する。今年

度は、昨年度までに行った実証講座等の結果等を踏まえ、学修者本位の観点からカリ

キュラムの再編成を行い、履修証明プログラムと同等のボリュームをもった実証講座

を行う。なお、本年度事業では、委託要項にしたがい、研修者の育成要素を加えた学

内研修講師向けの科目（「研修方法論」）を組み込むとともに、学校の経営層・事務職

員の研鑽を意図した科目（「専修学校におけるガバナンスとマネジメント）を組み込む

など、学校の運営やマネジメントの資質能力向上要素の組込みも行った。 

 

 以上の実績を積むための本事業における大筋の流れは次のとおりである。 

（1） 研修企画科目に関する検討 

（2） 履修証明プログラムに向けたカリキュラムの再編  

（3） 研修企画およびカリキュラム再編に関するヒアリング  

（4） 新規授業の開発 

（5） 実証講座の企画 

 

 以下、章をあらためて、（1）～（5）のそれぞれについて説明する。 

 

 なお、本年度事業は、3 年計画で行った本事業の最終年度にあたる。次年度以降、3

年間の事業成果を踏まえた履修証明プログラムの開発に取り組む所存である。  
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2  本事業の実施内容 

 

2.1  研修企画科目に関する検討 

 

（1）背景と目的 

 「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」事業の実施委託要

項運用指針の、②教職員研修プログラムの構築、における〔取組に当たっての留意事

項〕のⅲ）では、「研修プログラムの開発に当たっては、その研修を実施するための研

修講師の養成のための取組も併せて実施する。」とされている。特に、職業実践専門課

程認定校における FD・SD のための研修は、「企業等との連携」が求められているが、

そのような研修の機会のバリエーションはさほど多くなく、ともすれば、毎年決まり

きった内容に終始しがちである。高等教育機関に「内部質保証」の重要性がうたわれ

ている今、FD・SD の本質を理解し、教職員に対する研修方法に明るく、専修学校の

ガバナンスやマネジメントの知識をもって、研修を企画できるスタッフがいるのとい

ないのとでは、研修の効率性や効果も大きく違ってくる。 

 当機構では、事業の最終年度にあたり、カリキュラムの中に「研修企画」区分を設

け、その区分の中で実施する授業の要件を検討し、実際にそのような科目のシラバス

やコマシラバス、教材例を開発して、実施委託要項運用指針の内容に沿ったものの実

現を図ることにした。 

 

（2）FD・SD に関する法令 

 （1）で述べた目的に基づいた検討を進める前に、本事業で開発する FD・SD プロ

グラムが、社会的な要請を満たし、かつ、法令に基づいたものとなっているかを最終

的に確かめるために、FD・SD に関する法令を確認することにした。 

 教育基本法では、教員について、 

第九条 法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、

絶えず研究と修養に励み、その職責の遂行に努めなければならない。 

２ 前項の教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、その

身分は尊重され、待遇の適正が期せられるとともに、養成と研修の充実

が図られなければならない。 

と定められており1、FD（Faculty Development）は概念的に義務とされている。この

条文の第 2 項の最後の部分は受動態で表現されているが、能動態で表現した場合の主

語は「学校」と解すことができる。つまり、学校は教員のために FD につながる研修

 
1 第 2 項は 2006 年（平成 18 年）の教育基本法の改正によって追加されたものであ

る。 
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を用意して提供する必要があるという見方ができる。  

 また、大学の場合、大学設置基準において、 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第二十五条の三 大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図る

ための組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

と定められており、FD の義務化を直接的に示すものとされている。さらに、大学設置

基準では、職員（教員ではなく）について、 

（研修の機会等） 

第四十二条の三 大学は、当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的

な運営を図るため、その職員に必要な知識及び技能を習得させ、並びに

その能力及び資質を向上させるための研修（第二十五条の三に規定する

研修に該当するものを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行

うものとする。 

としており（2017 年 4 月より施行）、この条文は SD（Staff Development）の義務化

を表している。 

 一方で、専門学校に目を向けると、上記のような法令に基づくものではなくても、

専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程（平成 25 年文部

科学大臣告示第 133 号）において、 

第二条 （認定要件） 

第二条の二 専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）

との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行

っていること 

第二条の五 企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に

関する研修を組織的に行っていること 

と定められており、職業実践専門課程としての認定要件の中で、FD を義務付けてい

る。第二条の二は一見したところ FD を義務付けているものでないように見えるが、

職業実践専門課程認定校に提出・公開義務が課されている「職業実践専門課程の基本

情報」で指定されている「別紙様式４（１）」に、「教育課程の編成」には「授業科目

の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む」と明記されており、この項も実質的

に FD を義務付けたものと解することができる。  

 以上見たとおり、専門学校を含めた高等教育機関においては、FD・SD に対する期

待が大変大きく、研修の企画者や講師にはその期待に応える資質が求められる。  

 

（3）シラバス調査 

 研修企画者・講師に求められる高い資質は、要するに、「先生の先生」はどうあるべ

きかに対する答えであるともいえる。そこで、本年度事業の中では、大学の教育学部

や大学院・専門職大学院・非大学が開設する「教員のための科目・講座」のシラバス

を広く調査することにした。 
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 同種の調査は前年度（平成 30 年度）事業においても実施したが、前年度事業はカリ

キュラムの編成に重きを置いたので、カリキュラム構成の参考とする情報を得たにと

どまり、シラバス等の内容を十分調査していなかった（一部、詳細に調査したが）。  

 そこで本事業では、前年度における調査結果も踏まえ、Web を使ったシラバス検索

もキーワードを標準化して、より単純に多くの情報を集めることに注力した。その際

のキーワードは以下に列挙したとおりである。 

 

 カリキュラムデザイン/カリキュラム開発 キャリア教育 コーチング  

 職能 教材・授業研究 ファシリテーション プレゼンテーション 行動分析学 

 教育評価 生涯学習 ICT 教育 学習科学 学校評価  

 教育相談/カウンセリング 学級経営/学校経営 

 

 以下、上記のキーワードごとに、調査したシラバスの数等を表の形で示す。  

 

No キーワード  

調査件数  

教職大学院または 

大学院／大学  
非大学  合計 

1 カリキュラムデザイン /カリキュラム開発  49 4 53 

2 キャリア教育  11 5 16 

3 コーチング  3 1 4 

4 職能 19 2 21 

5 教材・授業研究 50  50 

6 ファシリテーション  3  3 

7 プレゼンテーション  9  9 

8 行動分析学  3  3 

9 教育評価  11  11 

10 生涯学習  7  7 

11 ICT 教育 18 5 23 

12 学習科学  5  5 

13 学校評価  2  2 

14 教育相談/カウンセリング  36  36 

15 学級経営/学校経営  52  52 

16 合計 278 17 295 

 

 調査した各シラバスの内容は、下記に示す URL のページ（本事業の成果を公開し

たページ）に PDF を掲載してあるので、研修企画等の局面において参考にしていた

だきたい。 

https://qaphe.com/mext/mext2019/fdsd2019/fdsd2019result/ 

 

（4）研修企画科目の検討結果 

 まず、総論として研修の実施も PDCA サイクルでとらえるべきであること、研修の

意味を認識することからスタートし、PDCA に従い、P（研修のデザイン）、D（研修

の準備と実施、その方法）、C と A（振り返りによる改善）の順に 3～5 コマ分の科目

にするのがふさわしいのではないかとの結論になった。   

https://qaphe.com/mext/mext2019/fdsd2019/fdsd2019result/
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2.2  履修証明プログラムに向けたカリキュラムの再編 

 

① カリキュラム再編の考え方 

 昨年度事業終了時点における本事業のカリキュラムは次のようなものであった。  

 

表 1 本事業のカリキュラム（FD・SD プログラム） 

ID 区分 ID 科目 コマ数 

A 学校理念 
A1 プロフェッショナルディベロップメント 2 

A2 三つのポリシー － 

B 学校・学級運営 

B1 カリキュラムデザイン 3 

B2 カウンセリング能力 10 

B3 ファシリテーション 3 

B4 発達障害 3 

B5 学習指導能力 10 

B6 学級運営 10 

B7 IT 活用教育実践 3 

B8 専修学校設置基準の知識、関係法令の知識  － 

C 職業実践専門課程  
C1 教育課程編成委員会・学校関係者評価の運用  2 

C2 説明責任と情報公開 2 

D 内部質保証 

D1 専門学校経営におけるガバナンスとマネジメント  － 

D2 質保証の実務 10 

D3 授業改善の実務 － 

E 学修成果 
E1 キャリアディベロップメント － 

E2 キャリアフレームワークに関する知識 2 

F 研修方法論 F1 研修方法論 － 

 合計   60 

（注意）コマ数が「－」の部分は平成 31 年度事業において開発予定 

 

 このカリキュラムの体系は、もともと、当機構が実施する「専門学校第三者評価」

の基準をベースにしたものである。つまり、専門学校第三者評価基準の 

 基準 1 目的・目標の設定および入学者選抜 

 基準 2 専修学校設置基準および関係法令等の適合性  
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 基準 3 職業実践専門課程の認定要件の適合性 

 基準 4 内部質保証 

 基準 5 学修成果 

に関連付ける考え方に基づいて、表 1 の A～E を最上位に位置づけた。 

 そのようにした理由は、これらの評価基準を満たす学校とするための授業科目を A

～E の下位に設定することにより、自ずと学校評価の充実につながる学修を進めるこ

とが可能との考えに基づいている。これは理屈としては正しく、ポイントは、下位の

科目をもれなく配置することができるかにかかっている。その点、表 1 はレベル的に

も網羅性の観点からも妥当なものであることは、前年度授業におけるアンケート等か

らも確認済みである。 

 しかしながら、将来の履修証明プログラム化を見据えたとき、教員のための科目、

職員のための科目、両者にとって必要な科目のバランスは必ずしもよくなく、最終年

度に当たってカリキュラムの再編の必要性が感じられた。振り返って、FD・SD は、

教員にしても職員にしても、学修者（学生）本位の視点を常に意識できる科目区分が

必要ではないかとの考え方の導入が求められた。  

 そこで本事業では、事業開始に先立ち、図 1 のようなカリキュラム再編案を考えた。 

 

 

図 1 カリキュラム再編の考え方 
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② 新たなカリキュラム 

 新たなカリキュラムは次のような観点から区分した。  

 

表 2 新たなカリキュラム区分 

ID 科目区分 

A 
基本科目 

 専門職教育の意義の理解、方針の理解の促進を図る。  

B 
学修者支援科目 

 生徒・受講者の学修、キャリア形成の特性の理解を助長する。  

C 
授業運営科目 

 教員として、授業の効率や効果を高めるのに役立つ知識・方法を学修する。 

D 

学校運営科目 

 専門学校の職員として、学校の運営・経営を効率的・効果的に進めること  

 に役立つ知識・方法を学修する。 

E 
研修企画科目 

 学内研修を企画し、自ら実施する能力を育成する。  

 

 A、B は専門学校の運営に携わるために教職員関係なく受講すべき科目であるから

教職員とも必須とする。C は教員が自らの授業を運営する上で必要な知識・技能の獲

得として位置づけるので教員は必修、D は学校の運営に携わる職員にとって必修とす

る。E は研修の企画の役割をもつ教職員が任意に選択する。履修証明の形としては、 

・教員必修科目のみを修了すれば「教員」としての履修証明書を、  

・職員必修科目のみを修了すれば「職員」としての履修証明書を、 

・研修企画科目を含めた全科目を修了すれば、「研修企画者」としての履修証明書を、 

それぞれ発行するように考えた。 

 そのうえで、既存の科目を次のように各区分に割り振ることによって、新たなカリ

キュラム体系とした。 
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表 3 新たなカリキュラム体系 

ID 科目区分 ID 科目 

A 基本科目 A1 プロフェッショナルディベロップメント 

A2 専門職教育における三つのポリシー 

B 学修者支援科目 B1 カウンセリング能力 

B2 キャリアの形成と発展 

B3 発達障害 

C 授業運営科目 C1 カリキュラムデザイン 

C2 ファシリテーション 

C3 学習指導能力 

C4 学級運営 

C5 IT 活用教育実践 

D 学校運営科目 D1 教育課程編成委員会・学校関係者評価の運用  

D2 説明責任と情報公開 

D3 専門学校経営におけるガバナンスとマネジメント  

D4 質保証の実務 

D5 授業改善の実務 

E 研修企画科目 E1 研修方法論 

 

 この体系にコマ数や職種ごとの必修／選択を加味したカリキュラム表は次のとおり

である。 
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ID 区分 ID 科目 コマ数 
〇必修 / △選択 

教員 職員 研修企画者  

A 
基本科

目 

A1 プロフェッショナルディベロップメント 2 〇 〇 〇 

A2 専門職教育における三つのポリシー 2 〇 〇 〇 

B 

学修者

支援科

目 

B1 カウンセリング能力 10 〇 〇 〇 

B2 キャリアの形成と発展 4 〇 〇 〇 

B3 発達障害 3 〇 〇 〇 

C 
授業運

営科目 

C1 カリキュラムデザイン 3 〇 △ 〇 

C2 ファシリテーション 3 〇 △ 〇 

C3 学習指導能力 10 〇 △ 〇 

C4 学級運営 10 〇 △ 〇 

C5 IT 活用教育実践 3 〇 △ 〇 

D 
学校運

営科目 

D1 教育課程編成委員会・学校関係者評価の運用  2 △ 〇 〇 

D2 説明責任と情報公開 2 △ 〇 〇 

D3 専門学校経営におけるガバナンスとマネジメント  10 △ 〇 〇 

D4 質保証の実務 10 △ 〇 〇 

D5 授業改善の実務 3 △ 〇 〇 

E 研修企画科目  E1 研修方法論 5 △ △ 〇 

必修合計コマ数 50 48 82 
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2.3  研修企画およびカリキュラム再編に関するヒアリング 

 本事業の中で、2.1 で説明した調査結果および 2.2 で示したカリキュラム再編の

考え方を踏まえ、ヒアリングシートを作成して本事業実施協力校に対するヒアリング

を行った。ヒアリングシートは次のようなものである。 



11 



12 



13 



14 



15 



16 



17 



18 



19 

 

 

 ヒアリングシートは実施協力校に配布し、送ってもらうか、または、実施協力校分

科会（2019 年 9 月 10 日実施）においてコメントをもらうか、いずれかでご対応をい

ただくようにお願いした。次の表は、事前に送っていただいた 6 校の回答結果である。 
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表 4 ヒアリングシート回収分における回答（原文のまま）  

ID A 校 B 校 C 校 D 校 E 校 F 校 

A 

① 

再編することによ

り、受講者が科目の

内容・目的を理解

し、取り組みやすく

なると思います。 

表 2 に示すカリキュ

ラム体系は、再構築

されたポイントの記

述が有り、わかりや

すくなったと思いま

す。 

コマ数及び必須のコ

マを追加すること

で、だれがどのくら

いかが理解でき良 

教員と職員、それぞ

れ身につけておく知

識など違うため、選

択する側にとってわ

かりやすくなり良い

と思う。 

対象者が明確化さ

れ、科目区分も非常

にわかりやすくなり

ました。 

本校は「教員」と

「職員」がはっきり

と区別されているた

め、求められる資質

も全く違います。で

すのでこの再編には

大賛成です。 

A 

② 

区分の説明（内容・

目的）もあり、必須

のコマの欄もあり、

教員、職員 

それぞれの立場でと

ても分かりやすいと

思います。 

「教員」と「職員」

に対する内容区分を

設けたカリキュラム

体型としたとのこと

ですが、学校の教職

員数等により区分通

りにならない箇所が

あると思います。 

項目を減らす（8→

5）ことで絞込みがで

き、必要な事が明確

になり良。 

区分の内容が簡潔に

示してあり、受講目

的が明確になり、科

目を選択する際の参

考になる。 

表１の区分より、区

分内容が分かりやす

くて良いと思いま

す。 

概ね問題ないと思い

ます。 

A 

③ 

科目「ファシリテー

ション」は、学校内

での話し合い、共通

理解、共有において

も重要であり、職員

においても必須とし

てもよいのではと思

います。 

    アンガーマネジメン

トやコーチングの科

目があると良い。 

「研修後効果測定方

法」などがあるとよ

いと思います。 

多様性（主に留学

生）に関する知識に

ついての科目が欲し

い（教員・職員両方

必須） 

A 

④ 

今までの科目に関し

ては、シラバスや教

材があり、講義視聴

があり取り組みやす

く感じました。また

時間数も適切であっ

たと思います。 

各科目の具体的な内

容がわかりませんの

で、時間数の妥当性

は分かりかねます。 

  今後、IT を活用した

授業展開が増えるの

で、「IT 活用教育実

践」の時間数はもっ

と増やす方が良いと

思う。 

  授業内容を精査しな

いとわからないが、

概ね問題ないと思い

ます。 

A 

⑤ 

専門学校の教職員の

学校運営業務兼任等

の実情も考慮され、

カリキュラムを構築

いただき取り組みや

すいと思います。 

良くまとまっている

と思います。 

4．学校運営科目は教

員も必要かと思いま

すが、5 以外すべてに

なるので難しい。 

      

B 

① 

専門職教育士、専門

職指導士 

例と同じでいいと思

います。 

公認専門職指導員 職業実践専門職教育

支援士 

「専門職教育支援

士」、妥当であると

思います。 

「専門職教育支援

士」がいいと思いま

す。 

B 

② 

どれくらいが妥当で

あるのか見当がつき

ません。 

  大学等の科目履修生

は 1 科 1 万円ぐらい

だと思います。その

辺りを目安に。 

10 万円 可能な限り、受講料

は安い方が普及する

と思います。 

１０～１５万円 

B

③ 

プログラムの修了者

に対し、履修証明書

が交付されること

は、学習成果を活か

す観点から大変意義

があると思います。 

履修証明プログラム

化は必要と思いま

す。 

よいと思います。 プログラム修了者が

多く在籍する学校

が、質が担保されて

いる学校だというこ

とが高校などに周知

されるような取り組

みが必要だと思いま

す。 

教育内容の質保証と

いう点でも、分かり

やすくスキルアップ

に繋がると思いま

す。 

  

  



21 

ID A 校 B 校 C 校 D 校 E 校 F 校 

C1 

① 

■実施している ■実施している ■実施している ■実施している ■実施している ■実施している 

C2 

① 

■実施している ■実施している ■実施していない ■実施している ■実施している ■実施している 

C2 

③ 

    内部研修をしようと

いう雰囲気が今まで

まったくありません

でした。ただ最近に

なって教員同士のお

互いの授業を見よう

という声が出てきま

した。 

      

C3 

① 

■担当者はいない 

すべての教職員が情

報収集し、毎年度参

画することを実施し

ています。 

■担当者はいない 

毎週月曜日に「科

長・局長会議」を実

施して教職員に対し

て研修会があれば検

討を行っている。会

議のメンバーは、理

事長、校長、副校

長、事務局長、教

務・広報係長、各学

科長が参加 

■担当者はいない 

職業実践の一環とし

てのみ行っている感

じです。 

■担当者がいる（■

専任 □兼任）FD・

SD 委員会委員長：教

員 

■担当者がいる（□

専任 ■兼任） 

教務の課長 

■担当者がいる（□

専任 □兼任） 副

校長（職員） 

C3

② 

教員だけに偏ること

なく、教員・職員が

バランスよく研修

し、教育面、運営

面、経営面すべてに

おいてつながりを持

ち、学校全体の組織

力が向上するよう研

修企画する必要があ

ると思います。 

教員、職員が資質向

上のため、適切な実

施時期と内容を判

断、リサーチできる

こと 

単一部署の経験しか

ない者ではなくゼネ

ラル的な経験豊富な

者が担当した方がよ

い。 

現在の教育制度、教

育手法、行政に強い

者。教育に熱心であ

る。 

現状の問題点を把握

し、実施し効果を出

すところまでが必要

だと思います。 

学校全体を俯瞰して

見て分析できる能

力。 

全

体 

  専門学校の教職員

は、大学の教職員と

の環境が大きく異な

るため、資質向上の

ための研修を受講す

る機会を作ることが

難しいと思います。 

実施はしているもの

の、その効果測定は

実施できていない。

人事評価をしてから

研修及び研修評価に

つなげることはして

いない。教職員の能

力評価を学校経営の

中でやっていない。 

当校では FD・SD は定

期的に開催している

が、受講者に温度差

があるのも事実。そ

の必要性を伝えるこ

とから取り組まなけ

ればならない。 

  授業評価が低い教員

への研修（伝え方・

デリバリー・教材の

利用方法）が困って

いる。 

 

 以下は、実施協力校分科会における上表の A 校～F 校のコメントをまとめたもので

ある。 

●A 校 

 大学と専門学校の格差があるのは事実である。初めて FD・SD と聞いたときに、

何かよくわからなかったが、何回も繰り返しているうちに、そういうものだと思える

ようになる。だから繰り返し研修することが一番近道であると感じている。ファシリ

テーションを頭でカタカナ文字が書けるのに時間がかかったが、今は、すぐに書ける

ようになっている。教員、職員問わず受講すべきと思っている。  
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●B 校 

 専門学校と大学と違うのは体系的に、絶対分母が違う。教員は、建設系の新しい技

術を常に取り入れていかなければならない。研修に関しては個々に対応していかな

ければならないし、全体と言っても、教科がかなりたくさんあるので、一緒にという

ことはできない。ただ、本校も職業実践の認定を初期の段階で受けたので、そこから

は、事業評価のアンケートの結果を個人、学科にフィードバックして、個人、学科、

科で考え、学生にもフィードバックしていく。良いことも悪いことも、何年も繰り返

し行うことで、学生がいろいろなことを書いてくれるので良いことだと思っている。

年 2 回教職員の評議会を行っている。その年々で違うが、最近は高等学校がどのよ

うな取り組みをしているかをいろいろな媒体の方を招いて話題提起をしてもらう。

当委員会のカリキュラムでは、「教育編成委員会・学校関係者評価の運用」科目の受

講対象者が職員になっているが、本校では教員・職員の両方が対象者になってくる。

この辺が、専門学校と大学では違ってくるのではないか。 

●C 校 

 今回のカリキュラムで教員と職員の必須コマが明確になったのは良かったと思う。

今までも愛知の教育委員会から講師をお呼びしたりして研修を行っていたが、実際

にどういう科目が必要なのかということが体系的に把握できないまま研修していた

ので、はっきりして良かったと思う。内部研修はやっていたが、受け身の研修だった。 

●D 校 

 本校でも FD・SD 研修定期的にしてはいるが、教職員間で温度差が大きいという

事実がある。また、従来の教育指導要領が変わってきて、昔ながらのホワイトボード

を使った授業形態に対して学生がなかなかついてこない現状がありながら、教員が

いまだに IT を活用しない。教員の意識を変えていかなければならないというところ

が問題である。継続的にテーマを決めて物事を判定しなければいけないというのが、

今、FD・SD 実行委員会で言われていて、そのテーマを決めるのが悩みどころであ

る。あるセクションがあって、統括的に FD・SD の内容を学校長と一緒に決めてい

る。若い教員が多いので、学生の立場で物事を言い合うようなところもあり、悩まし

い。 

●E 校 

 教務を担当しているとき象徴的だと思ったのは、昔、入学式では感動出来ない、卒

業式がうれしくて、と言っていたが、当時の事務局長が、「私は、入学式で生徒がた

くさん入学してきたのを見ると涙が出る。卒業式はどうでもいい」と言っていた。教

務という立場上、どうしてもそういう気持ちにはなれなくて、教務であれば、入学式

はプレッシャーでしかなく、この生徒たちをどう育てて、いい形で卒業させるかとい

う使命感の方が強くて、入学式は感動どころかプレッシャーのほうが高いという状

況にあった。いま、年々経営者の方に少しずつ立場が変わってくると、入学式でこれ

だけのことが出来なければ、卒業式も出来ないし、また、卒業式がちゃんとできなけ

れば、良い入学式も出来ない、と全部連携されてくる。学生が良い思いをすれば、親
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も喜ぶし、いい人材を育てて社会で活躍すれば、企業を潤していける。そういう感覚

でいるので、常に学生主体で考えていくことが、結果的に経営にも生きてくると考え

るのが良いと思っている。だから、学生を集めるときに大事にしていることは、よく

見せるのではなくて、学校のありのままを伝える。それを信じてくれた者に対して精

一杯返していく、ということが一番ではないかと思ってやっている。この内容を見て

も、去年に比べて整理されていて、すごくわかりやすく、使いやすくなっていると実

感している。そういう意味も含めて、学生に返すための一つのいい形の仕組みが出来

ているのは、素晴らしいと思いながら見せていただいた。一点、私が思ったのは、教

育課程編成委員会と学校関係者評価委員会は本校であれば、教務が主体的にやるっ

ていう意味合いが強いと思う。現場の教師がどういう思いでこの先を見てカリキュ

ラムを作っているか、実際にその思いが正しいのか意見を頂いて、実際にそれをやる

のも教務の現場ですので、職員が仮にやったとしても会を運用はできても、実際に携

わっていくのは教師だと思うので、この区分けをするのに教員必須とすべきではな

いか。 

●F 校 

 基本的に今回の改編は大変よいと思っている。本校では、教員と職員がはっきり区

別されており、求められる資質も違うので、このように分けていただけるのはよいと

思う。ただ、どこの専門学校もそうだが、それぞれの組織によって違うと思うし、職

員が教員を兼ねているところもあると思うので一概には言えないが、本校としては

やりやすい形になった。科目としては、留学生対応のための研修というのがあっても

よいかと思う。コンピュータ関係の学校では、専門分野において新しい技術がどんど

ん出てくる。一番大事なのは専門性を上げていくことで、専門性に特化した FD に時

間を取ることになるので、時間的に大変だと思う。 

 以下は、実施協力校分科会における A 校～F 校以外の学校の回答である。 

１．改編の考え方について 

２．履修証明 

３．御校における研修企画・運営 

の三点に分けてまとめている。 

●G 校 

１．昨年度に比べて、それぞれの立場で「これをやればいいんだ」というような整理

がされていて受講しやすい印象がある。ただ、ここにある項目は、教員も職員もやら

なくてはいけないことでして、教育課程編成委員会は教務主体で運営しているが、事

務との連携が必要で、その辺の連携に関しての科目があっていいのではないかと思

う。また、職業実践認定校としては、産学連携がポイントになるので、企業との連携

の仕方とか、インターンシップとか、企業実習のやり方とかそういった、産学連携部

分の科目もあればと感じる。 

２．教員が研修を受けて、受けたことの証明を何らかの形で受けるのは素晴らしいこ

とだと思うので、よいと思う。 
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３．研修は、毎年外部から呼んで行っている。内部は年に４回程度、節目、節目で学

校全体や、学科ごとで実施している。 

●H 校 

１．昨年度は、毎月の職員会議でこの動画を全員で見ていた。ただ、それだと、回数

が限られてしまうので、全カリキュラムを受講するのは難しかった。ただ、さまざま

なことについて考えることができるよい機会になったと思う。 

●I 校 

１．大学での教育は、それぞれの教室の先生が独自に授業をしているが、そこで例え

ば、歯科の場合は、虫歯の原因がどうで、病理的にどうであるか、系統だってやって

いって、最終的に虫歯をどう処理するかというようにやっていくと学生もわかる。で

も、それぞれの教室で独自に授業をしているとなかなか関連付けられないというの

が問題となる。ただ、大学は専任教員が多いので成り立っている。専門的学校は教員

の間での方向性の共有化は人数が少ないのでやりやすい。ただ、専任教員が少ない。  

２．ほとんどが非常勤にゆだねているために、ディプロマポリシーやカリキュラムポ

リシーをどういう風に専任・非常勤の教師に広めるのか難しい。非常勤は、学校へ行

って授業をして、それで終わりと、大学の先生と同様の感覚でいる。学校としての共

有のポリシーを持てないというのが専門学校にはあるように思われる。われわれの

歯科衛生士の教育においては、全国歯科衛生士協議会の中で、166 校の専門学校に対

して、新人の教員からカリキュラムデザインであったり、コアカリキュラムであった

り、ＦＤであったりを徹底してやっている。本校でも月 1 回教員研修を教職員会議

の中でやっている。 

３．専門学校では教員の資格というものがないので、こういう研修を受けたものが専

任教員の資格を持つというようにしていただきたいと思う。専門学校の教員は、教育

学、教育論について学んでいないものがほとんどなので、教育の手法について受講で

きるようにしていただきたい。 

●J 校 

２．研修は、受け身のものになって、研修を受けただけになる側面もある。そういう

点からすると、履修証明プログラムは、自分から目標持ってやる、自主的なものとな

りよいのではないか。 

３．毎週水曜日に，1 時間程度、タイムリーなテーマを取り上げて行っている。今年

は、金曜日に全体集会という形で、各界リーダーの方や有識者の方をお招きして講演

頂いて、それも広い意味で研修になっていると思う。 

●K 校 

１．わが校も非常勤教員が増えつつあり、意思の疎通やシラバスを作成することに関

しても方向性の統一がなかなかスムーズに進まなくなっている。学生センターの扱

い方で、データの一括管理などができていないという課題がある。教育学や教育心理

を学んでいない教員が多いが、クラス毎にそれによって異なっているように感じて

いる。進路指導におけるキャリアデザインも重要であると思う。  
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2.4  新規の授業の開発 

 本年度事業で新規に開発した授業は次の 5 科目である。 

  ・専門職教育における三つのポリシー 

  ・キャリアの形成と発展 

  ・専門学校経営におけるガバナンスとマネジメント 

  ・授業改善の実務 

  ・研修方法論 

 以下、各科目のシラバスおよびコマシラバスを示す。  

 

① 専門職教育における三つのポリシー 

●シラバス 
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●コマシラバス 
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② キャリアの形成と発展 

●シラバス 

 

●コマシラバス 
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③ 専門学校経営におけるガバナンスとマネジメント 

●シラバス 
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●コマシラバス 
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32 



33 



34 
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④ 授業改善の実務 

●シラバス 

 

 

●コマシラバス 
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⑤ 研修方法論 

●シラバス 

 

 

●コマシラバス 
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39 
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2.5  実証講座の企画 

 

① オンライン学修基盤 

 本事業では、事業 1 年目にあたる平成 29 年度事業において、本事業の目的との整

合性を検討した結果、当機構ドメイン 

 qaphe.com 

の下位にサブドメイン 

 fdsd.qaphe.com 

を用意して、データベースサーバを構築し、そこにオープンソースの LMS（Learning 

Management System、学修管理システム）である Moodle（ムードゥル）をインスト

ールすることにより、オンライン学修基盤とた。平成 29 年度事業および平成 30 年度

事業において、この基盤が順調に稼働することを確認したことから、本年度事業にお

いても引き続き、この基盤を使用することとした。 

 

② 操作マニュアルの作成 

 学習管理システムとして Moodle を採用した理由は、 

1) 教員が学習状況を把握する上で役立つ機能が豊富  

2) 利用者が学修を進めやすいユーザーインタフェースの作成が容易  

という点である。これらのうち、2)については、平成 29 年度の実験講座および平成 30

年度の実証講座において、1 ページ程度のボリュームで使い方を説明するだけで、ほ

とんどの利用者が問題なく操作できたことで実証できたと考えている。したがって、

本年度事業においても、一般利用者向けの操作マニュアルは作成していない。 

 

③ 授業映像の作成（撮影・編集） 

 授業映像は、専用のスタジオを借りるようなことはせず、周りに騒音源がない状況

のもとで、撮る側の設備として普通のディジタルビデオカメラと三脚を用意し、また、

講師がプレゼンするための PC、プロジェクターおよびスクリーンまたは大型の液晶

テレビを用意して、講師がそれらの環境のもとで、教材の PowerPoint スライドを表

示しながら話す様子を撮ることを基本とした。 

 一方で PowerPoint のファイルを用意して、講師が話すタイミングに合わせてスラ

イドを再生し、そこに講師の映像のサムネイルと音声を重ねる形で編集を行った。こ

の方法は、過去の実験講座、実証講座において、受講者にとってストレスがなく、最

も編集効率がよい方法ということで採用した。 

 また、本年度事業ではさらに、画面キャプチャソフト2を使用し、PowerPoint スラ

イドショーのウィンドウと、Web カメラの映像を同時に表示し、キャプチャソフトで

 
2 本事業では OBS Studio というフリーソフトを用いた。  
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一気に動画ファイル化する方法も採り入れた。この方法を採ることにより、映像の編

集は基本的にトリミングとマージの組み合わせが中心となるので、比較的効率がよい

ことから、今後はこの方法を重視して進めていきたい。  

 

④ 実証講座の設定（学修要素の編集） 

 実証講座は、Moodle の上で、平成 30 年度の実験講座の要素（シラバス、教材、授

業映像など）を複写し、その上に本年度事業で開発・作成した学修要素（シラバス、

コマシラバス、教材、授業映像、演習問題、アンケートなど）を加えていく形で組み

立てた（平成 30 年度の学修要素の中で、教材の見直しや授業の再録がある場合は既

存の要素を修正した）。 

 実証講座は、本事業のために用意したサブドメイン  fdsd.qaphe.com 上に新たに

「FD・SD プログラム（令和元年度）」コースとして設定した。このページの構成は図 

2 とおりである。また、図 3 は実際の画面の事例（科目「専門職教育における三つの

ポリシー」の事例）である。 

 

 

図 2 実証講座ページの構成 

 

コース受講者へのお知らせ

シラバス

コマシラバス

教材

授業映像

演習問題

アンケート（科目ごと）

アンケート（全体）

コ
ー
ス
（実
証
講
座
全
体
）

科
目

授
業
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図 3 実証講座ページの表示例 

 

⑤ 受講者の募集⇒実証講座の実施・運用管理 

 平成 29 年度事業の実験講座および平成 30 年度事業の実証講座の受講者について

は、そのまま受講可能な状態に再設定するとともに、令和元年度事業の実証講座につ

いて、図 4 に示すチラシを作成して受講者を募集した。  

 

  

図 4 実証講座の案内チラシ 
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 実証講座は、令和 2 年 1 月 27 日に開講した。開講時点で「研修方法論」の授業の

学修要素の一部が未完成であったが、同年 2 月 8 日に完成し、その時点で全要素が確

定し、現時点（令和 2 年 2 月 17 日）ではまだ開講中である（同年 3 月 13 日閉講）。 

 受講申し込みは、図 4 に示したチラシの裏面に必要事項を記入して FAX をしても

らうか、または、ホームページに用意した申込フォームから送信してもらうか、いず

れかの方法で受け付けた。申込のあるつど、ユーザ名とパスワードを決め、Moodle 上

に登録するとともに、申込者にメールで通知した。下記は、申込のあった受講者に対

して、ログインや受講の方法、問合せ方法などをつたえるメールの本文である。 

令和元年度 FD・SD プログラム 実証講座受講者の皆様へ  

（本メールは受講者様のメールアドレス宛、BCC で送信しています）  

 

お世話になっております。QAPHE 事務局です。  

令和元年度文部科学省委託事業で開発した「FD・SD プログラム」実証講座を  

令和 2 年 1 月 24 日に開講いたします。  

閉講日は令和 2 年 3 月 13 日を予定しております。  

 

本講座はスマートフォンやパソコンでいつでも受講することができる  

オンライン講座です。  

 

空き時間を活用して、また、教職員研修会などの機会に団体で  

受講するなど、各位、各校、各団体、それぞれ工夫して  

計画的に学修を進めていただきますようお願いいたします。  

 

●ログインから学修の開始まで  

 

（1）当機構のホームページ https://qaphe.com で  

  ［会員限定ページへ］をクリック（タッチ）する。  

  ※初期画面が表示されます。  

  ※URL として直接次のものを入力しても OK です。  

   https://fdsd.qaphe.com 

 

（2）コースとして「FD・SD プログラム(令和元年度)」を  

  クリック（タッチ）する。  

  ※ログイン画面が表示されます。  

 

（3）ユーザ名とパスワードを入力して、［ログイン］を  

  クリック（タッチ）する。  

 

 以上の操作により、縦長の一つのページ（「学修ページ」と呼びます）が  

 表示され、このページを起点に学修を進められるようになっています。  

 

 学修ページの先頭に「コース受講者へのお知らせ」があります。  

 これをクリック（タッチ）して、「はじめにお読みください」を  

 クリック（タッチ）すると、「学修ページ」の構成や操作方法を説明した  

 文書がありますので、これを最初に必ずお読みいただき、  

 学修を開始してください。  

 

●カリキュラム体系と開講講座  

 

 「コース受講者へのお知らせ」の中に、「FD・SD プログラム講座の開講状況」  

 があります。これをクリック（タッチ）して表示されるページに、  

 カリキュラム体系と現在開講している講座を示す図表があるので、  

 参考にしてください。  

 

  ※開講時点で、最後の科目である「研修方法論（E1）」がまだですが、  

   でき次第アップロードし、受講者の皆様にはメールにて通知させて  

   いただきます。1 月末か 2 月初旬にはすべてが受講可能になる予定です。  

 

●ユーザ名とパスワードの管理  

 

 ユーザ名とパスワードは各位において厳重に管理していただきますよう  

 お願いいたします。  

 パスワードは当事務局のほうで設定したものになっておりますので、  
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 なるべく早いタイミングで、次に示す手順で変更してください。  

 

（1）ユーザ名とパスワードを入力するときの画面で、  

  「あなたのユーザ名またはパスワードを忘れましたか？」  

  をクリック（タッチ）する  

 

（2）ユーザ名またはメールアドレスを入力して、  

  自分のアカウントを検索する。  

 

 該当するアカウントがあれば、本人のメールアドレス宛に パスワードを  

 リセットするための URL が書かれたメールが送信されます。  

 そのメールのリンクをクリック（タッチ）（メール送信後 30 分以内）し、  

 自分自身で新たなパスワードを設定します。  

 （メールは本人に届く前提なので、古いパスワードは必要ありません）  

 

●必修と選択について  

 

 各科目の最初に  

   教員：必修  職員：必修  

 といった記述があります。  

 

 これらは、カリキュラム体系に沿って必修／選択の区別を表示しただけの  

 情報ですので、表示が選択となっていても、どなたでも受講可能です。  

 

 ご自身の立場に即して、受講の優先度を決める際の参考にしてください。  

 

 ※将来、履修証明プログラム化する折、教員と職員のプログラムは別々に  

  する予定でおります。  

 

●予習と復習について  

 

 各回のコマシラバスには、予習事項、復習事項が記述されています。  

 これらは、必須のものではなく、あくまで、そのような授業を受ける上で  

 事前に知っておいてほしいこと、受けた後で確認してほしいことを、  

 一般的に述べたものも多々あります。  

 

 したがって、予習事項に書いてあったことをすべて予習しないと授業を  

 受けられないという性格の記述ではありませんので、実際に映像を見た  

 後で予習事項を確認するといった受講のされ方でもまったく問題  

 ありません。  

 

●演習問題について  

 

 各回の授業には「演習問題」があります。  

 現状の設定では、その解答に対して採点等を行ってフィードバックする  

 ようにはしておりません（択一形式の問題の場合はその場で採点されます）。  

 

 実証講座の趣旨として、FD・SD プログラムのカリキュラムの妥当性を  

 評価する目的ですので、みなさんの解答がどのようなものであったかに  

 ついて検討させていただくことはありますが、本講座が成績評価を伴う  

 ような位置づけにしておりません。  

 

 あくまで、FD・SD プログラムとしてどのようなものが適切かを将来に向けて  

 考える材料とさせていただきたいので、アンケート等の機会において、  

 積極的にご意見のご投稿をお願いいたします。  

 

 なお、演習問題の解答は事業終了後に講師が閲覧して、その傾向に沿って、  

 解説映像または解説文書をまとめてフィードバックする予定にしております。  

 

●閉講以降の取り扱いについて  

 

 本実証講座は、令和 2 年 3 月 13 日に閉講いたしますが、これは、委託事業の  

 期間に合わせた設定です。実際には、再び準備を整え、然るべきタイミングで  

 再オープンいたします。  

 

 タイミングといたしましては、前項の最後に記述したフィードバックの準備が  

 整った時点が最適かと考えられますので令和 2 年 4 月中には再オープンしたいと  

 考えております。  
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 再オープンのタイミングが決定しましたら、メールにて連絡いたします。  

 

●修了証について  

 

 本講座には「バッジ」を発行する機能があり、  

  A 科目ごとの修了を証明するバッジ  

  B 全体の修了を証明するバッジ  

 を発行するように設定しています。  

 （バッジといってもリアルなものではなく、バッジの画像です）  

 

 A は、その科目のすべての要素、「シラバスのダウンロード」に始まり、  

 各回の授業の「コマシラバスのダウンロード」「教材のダウンロード」、  

 「授業映像の視聴」、「演習問題の解答」、そして、最後に、  

 科目の「アンケート」までを終えると、その科目を修了したことを示す  

 文章と その科目のバッジの画像を添付したメールを受講者に送信する  

 ように設定されています。  

 

 B は、すべての科目に関する A を取得し、かつ、全体のアンケートに回答  

 することまで終えると、同様にバッジを発行する設定になっています。  

 

 学校内部のルールとして、受講したことの証明が必要であるような場合に  

 ご活用ください。  

 

 また、紙の形での「修了証」がどうしても必要な場合に対応して、  

 上記 B の場合に限り、紙の形での「修了証」も発行いたします。  

 その場合は、下記の連絡先までご連絡ください。  

 

●お問い合わせ方法  

 

 １．当機構ホームページのお問い合わせフォーム  

   https://qaphe.com/contact/ 

 

 ２．メールアドレス jimukyoku@qaphe.com 

 

 ３．電話 03-3403-3432   

 

 ４．FAX 03-6734-0541 

 

●平成 30 年度実証講座を受講された方へ  

 

 令和元年度実証講座と平成 30 年度実証講座の違いは次のとおりです。  

 

 １．科目の体系を変更した。  

 

  本年度が事業の最終年にあたることから、将来の教員向け、職員向け  

  履修証明プログラムへの発展を見据え、科目の体系を変更しました。  

 

  そのことによって、昨年度の実証講座と順番が異なったり、  

  科目名の後の ID が異なったりしていますが、科目名の変更などは  

  しておらず、昨年度あった科目の内容はそのまま変わっておりません。  

 

  昨年度の受講記録もそのまま引き継いでおりますので、感覚としては、  

  約 1 年を経て、続きを学習することも可能になっております。  

 

 ２．新規の科目が追加された  

 

  令和元年度において新規に開発した科目は次のとおりです。  

 

  ・専門職教育における三つのポリシー（A2）  

  ・キャリアの形成と発展（B2）  

  ・専修学校経営におけるガバナンスとマネジメント（D3）  

  ・授業改善の実務（D5）  

  ・研修方法論（E1）  

 

受講成果を挙げていただき、教職員資質能力を少しでも向上させていただける  

ことを期待しております。  

 

引き続き、よろしくお願いいたします。  
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⑥ 実証講座の実施結果分析 

 本講座は、受講時間が相当長くなる一方で、できる限り幅広く専門学校の教職員に

受講してほしいとの判断から、本事業終了日である令和元年 3 月 13 日閉講とした。

したがって、本書をまとめている令和 2 年 2 月の時点で、すべての実施状況を集計・

分析することは可能ではないが、同年 1 月 27 日開講の時点から、データの蓄積・集

計はリアルタイムで行っている。この処理は閉講時まで継続し、その後の分析の顛末

は「実証講座実施結果分析報告」の形でまとめることとしている3。 

 

⑦ 特別実験講座の実施 

 本年度事業は 3 年計画の最終年度にあたり、カリキュラムや教材は当初の目的に適

合したものを開発することができたが、来年度以降、本事業成果をベースとした実際

の履修証明プログラムの開講を想定すると、オンライン学修基盤を有効に活用するこ

とが必要であると認識された。すなわち、前年度と本年度の実証講座は、普及・促進

を大きなテーマとして実施しているので、演習問題を通じて講師と受講者がコミュニ

ケーションをとる、受講者同士が意見交換する、などの場をあえて設けていなかった。

しかし、実際のプログラムでは、受講者間、講師・受講者間のコミュニケーションを

欠かすことができず、また、成績管理等履修管理の仕組みが必要である。  

 本事業のオンライン学修基盤である Moodle には、いわゆる「電子掲示板」に相当

する環境を提供する「フォーラム」機能、受講者からの解答に講師が必ず回答しない

と（自動採点の場合を除く）成績が評価されない「小テスト」機能があり、少なくと

もこれらの機能の有効性を確かめる必要があると考えられた。そこで、事業の終了直

前である 2020 年 2 月に 2 週間の期間を設定し、令和元年度事業の実証講座から 2 科

目 4 コマ分を取り出して、「特別実験講座」を実施することとした。 

 受講者は、実施協力校に対して別途案内して募集し、5 名の受講者の協力を得た。

本報告書の原稿を執筆している時点では、まだ、閉講を迎えておらず。この実施結果

についても、令和元年度実証講座と同様の取り扱いにすることとした。次ページから

は、特別実験講座の実施に向けて、操作方法も含めて受講者に対して説明するための

資料である。 

  

 
3 「実証講座実施結果分析報告」は、当機構ホームページの「文部科学省委託事業」のページ  

http://qaphe.com/mext/  

の中の次の URL で表すページに PDF ファイルの形で掲載する予定である。 

http://qaphe.com/mext/mext2019/fdsd2019/ 

http://qaphe.com/mext/
http://qaphe.com/mext/mext2019/fdsd2019/
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資料 新規科目の教材 
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資料 1 専門職教育における三つのポリシー 
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資料 2 キャリアの形成と発展 
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資料 3 専門学校経営におけるガバナンスとマネジメント 

 



79 



80 



81 



82 



83 



84 



85 



86 



87 



88 



89 



90 



91 



92 



93 



94 



95 



96 



97 



98 



99 



100 



101 



102 



103 



104 



105 



106 



107 



108 



109 



110 



111 



112 



113 



114 



115 



116 



117 



118 



119 



120 



121 



122 



123 



124 



125 



126 



127 



128 



129 



130 



131 



132 



133 



134 



135 



136 



137 



138 



139 



140 



141 



142 



143 

 

  



144 

資料 4 授業改善の実務 
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資料 5 研修方法論 
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